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諫早市栄田町 公社保有地分譲 公募要項 

令和７年６月６日 

長崎県住宅供給公社 

 

長崎県住宅供給公社は、下記のとおり諫早市栄田町の公社保有地の分譲公募を実施 

します。 

記 

 

１ 土地の所在等 

① 諫早市栄田町４０６番１ 宅地 1036.01㎡ 実測   

②    〃  ５３７番１ 畑    1402㎡ 実測（1402.82㎡） 

③    〃  ５３８番  畑  1275㎡ 実測（1275.22㎡） 

④    〃  ５３９番１ 畑  1142㎡ 実測（1142.94㎡） 

⑤    〃  ５４５番２ 畑   324㎡ 実測（324.00㎡）                   

   

２ 販売価格 

① 11,877,500円 

② ～ ⑤計 15,133,000円  

  ※②～⑤については、４筆一括での購入に限ります。 

  ※A者が①を購入希望し、B者が①～⑤の全筆を購入希望した場合には、B者を優

先し購入決定者とします。  

 

３ 購入者の資格について 

  ・購入する土地代金の支払いができる者 

  ・・令和７年６月６日から保有地譲渡契約締結日の間において、長崎県が行う各種契

約からの暴力団等排除要綱に基づき排除措置を受けていない者 

  ・次に該当しない者 

   ア 未成年者 

   イ 成年被後見人 

   ウ 被保佐人 

   エ 被補助人 

   オ 破産者で復権を得ない者 

・②～⑤について、農地法第５条の農地転用許可を得て、開発行為等により宅地造

成を行うことが可能な者 

（②～⑤を農地として利用する者は、購入ができません） 
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４ 申込受付 

（１）購入申込受付 

ア 受付期間 令和７年６月６日（金）から令和７年７月２５日（金）まで 

イ 受付時間 土日祝日を除く月曜から金曜までの午前 9時～午後 5時まで 

ウ 受付場所 長崎市元船町１７－１ 長崎県大波止ビル６Ｆ 

長崎県住宅供給公社 用地部 分譲・財産管理班 

エ 申込受付 持参または郵送 

郵送の場合は、令和７年７月２５日（金）午後５時までに必着 

        複数の申込があった場合は、くじ引き抽選とします。 

 

（２）提出書類 

ア 保有地購入申込書 ①様式 1-1、②～⑤様式 1-2 

  （事業計画書、計画図面等を添付） 

イ 誓約書 様式２ 

ウ 住民票抄本 1通 （法人の場合は、キ 履歴事項全部証明書 １通） 

エ 前年度分所得証明書 給与所得の源泉徴収票（写し）等 １通 

オ 印鑑登録証明書 1通 （法人の場合は ク 印鑑証明書 １通） 

カ 宅建業、不動産業、建設業等の資格、免許等がある場合は、その写し 

 ※共有での購入予定者は、公社へお問い合わせください。 

 

５ 購入者の決定方法 

   申込者が一者の場合は、審査のうえ決定通知をします。 

   申込者が複数の場合は、審査後、抽選により決定します。 

   抽選日時 令和７年７月３０日（水）午前１０時から 

   抽選方法 抽選はくじ引きとします。 

※本人または代理人がくじ引きを行います。 

※代理人の場合は、委任状（様式５）が必要です。 

   抽選場所 長崎県大波止ビル６階 長崎県住宅供給公社大会議室 

 

６ 土地予約契約、農地予約契約、土地売買契約、農地売買契約等について 

（１）保有地の土地予約契約（様式３-１）、農地予約契約（様式３-２） 

    購入者決定通知の日から２週間以内に締結するものとします。 

（２）予約金の振込 

    予約契約締結の日の翌日から、２週間以内に予約金５０万円を公社指定の金融

機関口座に振込んでいただきます。振込手数料は、購入者の負担とします。 

   （予約金は、①の場合は土地代金に、②～⑤の場合は手付金に充当します。） 

（３）土地売買契約、農地売買契約 

予約契約締結日から、３ヶ月以内に土地売買契約、農地売買契約を締結するも
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のとします。詳細は、それぞれの売買契約書で約定します。 

（４）契約書様式 

    ①宅地と②～⑤農地では、契約書の様式が異なります。 

① については、土地売買契約書 様式４-１ 

②～⑤については、農地売買契約書 様式４-２ 

（５）土地代金の支払い 

    ①宅地と②～⑤農地では、支払い方法が異なります。 

    詳細は、それぞれの売買契約書で約定します。 

  【①宅地の場合】 

    ・予約金５０万円は、土地代金に充当します。 

    ・予約金５０万円を除く残土地代金を公社が指定する金融機関の口座へ一括入

金いただきます。 

  【②～⑤農地の場合】（農地売買契約書の末尾別表２参照） 

    ・予約金５０万円は、手付金に充当します。 

    ・農地売買契約時の手付金として１００万円を入金いただきます。 

    （手付金は合計１５０万円となり、残代金入金時に土地代金に充当します） 

    ・所有権移転登記仮登記設定時に中間金として１００万円を入金いただきます。 

    ・上記入金済（予約金、手付金、中間金）の２５０万円を除く残土地代金を公

社が指定する金融機関の口座へ一括入金いただきます。 

（６）所有権移転登記及び引渡し 

    詳細は、①および②～⑤それぞれの契約書で約定します。 

    土地代金の完納確認を持って土地の引渡しとします。所有権移転登記手続き等

は購入者が行い、費用は購入者の負担とします。 

なお、土地は現状有姿のまま引渡しを行います。 

（７）管理責任 

    土地の引渡しを行った時から購入者に移るものとし、管理上の一切の費用及び

災害、その他の損害は購入者の負担とします。 

（８）公租公課の負担 

    引渡し日（土地代金完納日）以降分は購入者の負担とします。 

（９）関係法令等の遵守 

    土地の造成および建物建築等については、関係法令を遵守してください。 

 

７ 都市計画法及び建築基準法等の規制 

・市街化調整区域 

・都市計画法３４条第１項１１号区域（４０戸連担区域） 

・建ぺい率 ６０％ 

・容積率 ４０戸連担 １００％、左記以外 ２００％ 

・防火地域等 建築基準法２２条指定区域 
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８ 上下水道、電気、ガス等 

上水道管、ガス管、電気、電話等は、近隣の公道まできていますが、関係機関へ確認し

てください。下水道はなし（浄化槽地域）。 

 

９ 公募期間終了後の販売について 

公募終了後、購入者が決定しない場合は次のとおり販売します。 

（１）受付 令和７年７月３１日（木）午後２時 公社用地部分譲・財産管理班にて 

（２）決定方法 先着順に受付し、審査後に決定します。 

 

【問合わせ先】 〒850-0035 

長崎市元船町１７－１ 長崎県大波止ビル６Ｆ 

        長崎県住宅供給公社  用地部 分譲・財産管理班 松尾、酒井 

        ＴＥＬ ０９５－８２２－４８００ 

        ＦＡＸ ０９５－８２４－１７６５ 

 

【添付書類】 

・図―１：位置図 

・図―２：周辺図 

・図―３：公図 

・図―４：座標面積計算書 

・図―５：俯瞰図 

・図―６：配置図 

・様式１―１、１－２：保有地購入申込書 

・様式２：誓約書  

・様式３―１：土地譲渡予約契約書 

・様式３－２：農地譲渡予約契約書 

・様式４－１：土地売買契約書 

・様式４－２：農地売買契約書 

・様式５：委任状 

 

【主な周辺情報】 

〇スーパーマーケット イオンタウン西部台  約 1400ｍ 徒歩約 18分 

〇中学校       明峰中学校           約 300ｍ 徒歩約 ４分 

〇小学校       御館山小学校     約 1200m  徒歩約 15分 

〇公 園       堀の内公園      約 1600ｍ 徒歩約２0分 

〇病 院       諫早総合病院     約 3100m  車で約  ７分 

〇バス停留所     破籠井        約 300ｍ 徒歩約 ４分 

〇公共機関      市真津山出張所    約 2900m  車で約 ６分     



図ー１ 位置図



図ー２ 周辺図
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図ー３ 公図

①



図ー３ 公図
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図ー３ 公図
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図ー４ 座標面積計算書

①



長崎県住宅供給公社

図ー４ 座標面積計算書

②



長崎県住宅供給公社

図ー４ 座標面積計算書

②



長崎県住宅供給公社

図ー４ 座標面積計算書

③



長崎県住宅供給公社

図ー４ 座標面積計算書

④



長崎県住宅供給公社

図ー４ 座標面積計算書

⑤



俯瞰図
概略図のため境界等は不正確

４０６－１

図－５
詳しくは図ー６配置図参照のこと

①
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俯瞰図図－５

概略図のため境界等は不正確
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                              様式１－１ 

 

保有地購入申込書 

令和  年  月  日 

 

長崎県住宅供給公社 

理事長 松尾 信哉 様 

  

 

申出者   住 所 

                      

氏 名                印 

                      

電話番号 

 

 

下記公社保有地の購入を申込致します。 

 

 

記 

 

 

１．物件表示  ① 所 在 諫早市栄田町４０６番１     

地 目 宅地 

地 積 登記簿面積 １０３６．０１ ㎡ 

 

 

２, 利用目的   

 

 

 

３． 添付書類  公募要項４（２）提出書類に示す書類、及び事業計画書、計画図面等 

        

 



                              様式１－２ 

保有地購入申込書 

令和  年  月  日 

長崎県住宅供給公社 

理事長 松尾 信哉 様 

  

 

申出者   住 所 

                      

氏 名                印 

                      

電話番号 

 

 

下記公社保有地の購入を申込致します。 

 

                   記 

 

１．物件表示  ② 所 在 諫早市栄田町５３７番１     

地 目 畑 

地 積 登記簿面積 １４０２ ㎡ 

 

        ③ 所 在 諫早市栄田町５３８番     

地 目 畑 

地 積 登記簿面積 １２７５ ㎡ 

 

        ④ 所 在 諫早市栄田町５３９番１     

地 目 畑 

地 積 登記簿面積 １１４２ ㎡ 

 

        ⑤ 所 在 諫早市栄田町５４５番２     

地 目 畑 

地 積 登記簿面積 ３２４ ㎡ 

 

２, 利用目的  

 

 

３． 添付書類  公募要項４（２）提出書類に示す書類、及び事業計画書、計画図面等 



様式２ 
                                  

 

                                 

誓  約  書 

 

 私は、保有地購入申込に関して、購入者の資格を満たすとともに、下記事項に

該当しないことを誓約します。 

 

 

記 

 

１ 未成年者 

 

２ 成年被後見人 

 

３ 被保佐人 

 

４ 被補助人 

 

５ 破産者で復権を得ない者 

 

６ 長崎県が行う各種契約等からの暴力団排除要綱に基づき排除措置を受けて 

いる者 

 

 

  令和  年  月  日 

 

長崎県住宅供給公社 

理事長 松尾 信哉 様 

 

 

 

購入申込者 

 

住所 

 

氏名                ㊞ 

 

 



 

                                    

                          様式３－１                               

                                

 

 

 

 

 

 

 

土地譲渡予約契約書 

 

長崎県住宅供給公社（以下「甲」という。）と    

（以下「乙」という。）は、土地の譲渡について、公募要項等に記載

された内容を承諾のうえ、次のとおり宅地の譲渡予約契約を締結す

る。 

 

（譲渡予定の土地） 

第１条 甲が乙に譲渡する土地①は下記のとおりとする。 

 

記 

 

１．譲渡予定地    ①諫早市栄田町４０６番１ 

 

２．土 地 

 （１）地 目     宅 地 

 （２）地 積     1036.01 ㎡ 

 

３．土地譲渡価格    11,877,500 円 

  

４．建物着工予定時期  令和  年  月頃 

 

        

 

甲保有 

本人 

実印 



 

                                    

                       

 

 

 

 

 

 

（予約金） 

第２条 乙は予約金として５０万円を契約日の翌日から１４日以内 

（令和  年  月  日まで）に納入する。 

 

２．予約金が納入されない場合は、予約契約を解除するものとす 

る。 

 

３．予約金は土地売買契約締結後、乙が甲に納入する譲渡土地代金

の一部として充当する。 

 

４．甲は、乙が予約契約締結後、３ヶ月以内（令和  年  月  

日まで）に土地売買契約を締結しないときは、予約契約を 

解除し予約金は全額返還するものとする。 

ただし、この返還金には利息は附さないものとする。 

 

                 令和  年  月  日 

 

 

 

  「甲」住 所  長崎市元船町１７－１ 

     氏 名  長崎県住宅供給公社 

          理事長 松尾 信哉 

   

  「乙」住 所                  

 

 

     氏 名                  

    

本人 

実印 

本人 

実印 



 

                                    

                          様式３－２ 
                              

                                

 

 

 

 

 

農地譲渡予約契約書 

 

長崎県住宅供給公社（以下「甲」という。）と    

（以下「乙」という。）は、土地の譲渡について、公募要項等に記載

された内容を承諾のうえ、次のとおり農地の譲渡予約契約を締結す

る。 

 

（譲渡予定の土地） 

第１条 甲が乙に譲渡する土地②～⑤は下記のとおりとする。 

 

記 

 

１．譲渡予定地    ②諫早市栄田町５３７番１ 

           ③   〃  ５３８番 

           ④   〃  ５３９番１ 

           ⑤   〃  ５４５番２ 

 

２．土 地 

 （１）地 目     ②～⑤ 畑 

 （２）地 積     ②1,402 ㎡ （実測 1402.82 ㎡） 

            ③1,275 ㎡ （実測 1275.22 ㎡） 

            ④1,142 ㎡ （実測 1142.94 ㎡） 

            ⑤ 324 ㎡ （実測  324.00 ㎡） 

 

３．土地譲渡価格    15,133,000 円 （②～⑤４筆合計） 

本人 

実印 



 

                                    

  

   

 

                       
                  本人 

実印 

 

（予約金） 

第２条 乙は予約金として５０万円を契約日の翌日から１４日以内 

（令和  年  月  日まで）に納入する。 

 

２．予約金が納入されない場合は、予約契約を解除するものとす 

る。 

 

３．予約金は農地売買契約締結後、乙が甲に納入する手付金の一部

として充当する。 

 

４．甲は、乙が予約契約締結後、３ヶ月以内（令和  年  月  

日まで）に農地売買契約を締結しないときは、予約契約を 

解除し予約金は全額返還するものとする。 

ただし、この返還金には利息は附さないものとする。 

 

                 令和  年  月  日 

 

 

 

  「甲」住 所  長崎市元船町１７－１ 

     氏 名  長崎県住宅供給公社 

          理事長 松尾 信哉 

   

  「乙」住 所                  

 

 

     氏 名                  

    

本人 

実印 



                               様式４－１ 
          

                                       
              

 

（1） 

 

土 地 売 買 契 約 書 

 

 売払人長崎県住宅供給公社（以下「甲」という。）と 買受人●●

●（以下「乙」という。）とは、甲が所有する土地の売買について、

次のとおり契約を締結する。 

 

（信義誠実の義務） 

第１条 甲乙両者は、信義を重んじ、誠実に本契約を履行しなけれ

ばならない。 

 

（売買土地及び売買価格） 

第２条 甲は、別表１の土地（以下「売買土地」という。）を売買価

格（以下「代金」という。）金 11,877,500 円で乙に売り渡し、乙

はこれを買い受けた。 

  

 （代金の納付） 

第３条 乙は、第２条に定める代金を甲が別途発行する請求書によ

り、令和●年●月●日までに甲に納付するものとする。 

 

（遅延利息） 

第４条 甲は、乙が前条に定める納付期限までに代金を納付しない

ときは、納付期限の翌日から完納の日まで未納代金につき年利

2.5 パーセントの割合で遅延利息を徴収するものとする。 

ただし、天災、事変等により止むを得ないと認められるときは、

この限りではない。 

      

（所有権移転の時期） 

第５条 売買土地の所有権移転の時期は、乙が代金（前条に定める

遅延利息も含む。）の支払いを完了したときとする。 

 

（引渡し及び境界標） 

第６条 甲は乙に対し、引渡し時において売買土地を現状有姿にて

引渡し、乙はこれを了承のうえで買受けるものとする。 

２ 甲は、前条の規定により売買土地の所有権が移転した時に売買



                               様式４－１ 
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土地の引渡しがあったものとし、境界標は乙が自己の費用で設置

するものとする。 

３ 甲は乙に引渡書を交付して、引渡しの確認を行う。  

 

（所有権移転登記） 

第７条 売買土地の所有権移転登記は、登録免許税その他の経費を

乙の負担で前条による引渡し後、乙が行うものとする。 

 

（契約不適合責任） 

第８条 乙は、引渡された売買土地が種類又は品質に関して契約の

内容に適合しないもの（以下「契約不適合」という。）であるとき

は、引渡しの日から２年以内に甲に通知したものに限り、次のと

おり、修補請求、損害賠償請求又は契約の解除をすることができ

る。この場合、甲又は乙は、相手方に対し、協議の申し入れをす

ることができる。 

（１）修補をする場合において、甲は、乙に不相当な負担を課す

ものでないときは、乙が請求した方法と異なる方法による修

補をすることができる。 

（２）修補に要する費用が売買代金の額を超過する場合には、甲

は修補責任を負わない。 

（３）本条の契約不適合が、本契約及び取引上の社会通念に照ら

して甲の責めに帰すことができない事由によるものであると

きを除き、乙は、甲に対し、損害賠償を請求することができ

る。 

（４）前号の損害賠償額は、売買代金の額を限度とする。 

（５）本条の契約不適合により、乙が本契約を締結した目的が達

せられないときは、本契約を解除することができる。 

 （６）本条の契約不適合が乙の責めに帰すべき事由によるもので

あるときは、乙は、修補請求、損害賠償請求又は契約の解除

のいずれもすることはできない。 

２ 前項の契約不適合について、乙は、甲に対して、代金減額を請

求することはできない。 

３ 乙が本契約締結時に第１項の契約不適合を知っていたときは

甲は本条の責任を負わない。 
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（危険負担） 

第９条 乙は、本契約の締結の時から売買土地の引渡しの時までに

おいて、当該土地が、甲の責に帰することができない事由により、

滅失又は毀損した場合には、甲に対して代金の減額及び損害の賠

償を請求することができない。 

 

（負担区分） 

第１０条 売買土地にかかる公租公課で引渡し日（土地代金完納日）

以降分は、すべて乙の負担とする。 

 

（禁止用途） 

第１１条 乙は、本契約締結の日から 5 年間（以下「指定期間」と

いう。）、売買土地を次に掲げるものの用に供し、又は供させては

ならない。 

①  長崎県暴力団排除条例（平成 23 年長崎県条例第 47 号）第２条

第３号に定める暴力団事務所 

②  風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23年

法律第 122 号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項

に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業 

 

（実地調査等） 

第１２条 甲は、本契約締結の日から指定期間満了の日まで前条に

定める禁止用途に関し、必要と認められるときは随時に、売買土

地を調査し、又は乙に対し参考となるべき報告若しくは資料の提

出を求めることができる。 

２ 乙は、正当な理由なく前項に定める実地調査又は実地監査を拒 

み、妨げ若しくは忌避し又は報告若しくは、資料の提出を怠って 

はならない。 

 

（違約金） 

第１３条 乙は第１１条に定める義務に違反したときは、違約金と

して、売買代金の１０分の３に相当する金額を甲に支払わなけれ

ばならない。 

２ 前項の違約金は、第１８条に定める損害賠償額の予定又はその 

一部と解釈しない。 
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（契約の解除） 

第１４条 甲は、乙が本契約に定める義務を履行しないときは、本

契約を解除することができる。 

２ 甲は、売買土地が第１１条第１号に定める用途に利用されるも 

のと認められるときは、催告をしないで本契約を解除することが 

できる。 

 

（暴力団等の排除に係る契約解除） 

第１５条 甲は、乙が長崎県が行う各種契約等からの暴力団等排除

要綱（平成 22 年 9 月 13 日施行）別表１に掲げる措置要件のいず

れかに該当すると認められた場合、催告その他の手続きを要する

ことなく、本件契約を即時解除することができる。 

２ 甲が、前項の規定により、本契約を解除した場合には、甲はこ

れによる乙の損害を賠償する責を負わない。 

３ 同条第１項の規定により、本契約が解除された場合においては、

乙は、第２条に定める代金の１０分の１に相当する額を違約金と

して甲に支払わなければならない。 

 

（返還金等） 

第１６条 甲は、第１４条及び第１５条に定める解除権を行使した

ときは、乙が支払った売買代金を返還する。ただし、当該返還金

には利息を付さない。 

２ 甲は、解除権を行使したときは、乙の負担した契約の費用は返

還しない。 

３ 甲は、解除権を行使したときは、乙が支払った予約金、違約金

及び売買土地に支出した必要費、有益費その他一切の費用は返還

しない。 

４ 甲は、解除権を行使したときは、乙に対し乙が売買土地から利

得した果実を請求しない。 

 

（原状回復及び返還） 

第１７条 乙は、甲が第１４条及び第１５条の規定により解除権を

行使したときは、甲の指定する期日までに売買土地を原状に回復

して返還しなければならない。ただし、甲が売買土地を原状に回

復することが適当でないと認めたときは、現状のまま返還するこ

とができる。なお、この場合において、乙は、売買土地に乙所有
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の物件が所在するときは、当該物件の所有権を放棄しなければな

らない。 

２ 乙は、前項ただし書きにおいて、売買土地が滅失又は毀損して 

いるときは、契約解除時の時価により減損額に相当する金額を甲 

に支払わなければならない。 

また、乙の責に帰すべき事由により甲に損害を与えている場合 

には、その損害に相当する金額を甲に支払わなければならない。 

３ 乙は、第１項の定めるところにより売買土地を甲に返還すると 

きは、甲の指定する期日までに、当該土地の所有権移転登記の承 

諾書及び乙所有の物件の所有権放棄に関する書類を、甲に提出し 

なければならない。 

 

（損害賠償） 

第１８条 甲は、乙が本契約に定める義務を履行しないため損害を  

受けたときは、その損害の賠償を請求できる。 

 

（違約金の相殺） 

第１９条 甲は、第１６条第１項により土地代金を返還する場合に  

おいて、乙が第１３条及び第１５条に定める違約金又は第１７条  

第２項若しくは前条に定める損害賠償金を甲に支払うべき義務

があるときは、返還する土地代金の全部又は一部と相殺する。 

 

（契約の費用） 

第２０条 本契約の締結及び履行等に関して必要な一切の費用は、

すべて乙の負担とする。 

 

（協議） 

第２１条 本契約に定めのない事項で約定する必要が生じたとき

又は本契約に関し疑義があるときは、甲乙協議のうえ決定する。 

 

（裁判管轄） 

第２２条 本契約に関する訴えの管轄は、長崎県住宅供給公社所在

地を管轄区域とする長崎地方裁判所とする。 

 

上記の契約の締結を証するために、本書２通を作成し、両者記名

押印のうえ、各自その１通を保有する。 
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令和   年   月   日 

 

 

甲  住 所    長崎市元船町１７番１号 

 

      氏 名    長崎県住宅供給公社 

             理事長  松尾 信哉  公印 

 

 

乙  住 所    

     

      氏 名     

  実印 

 

 

 

 

 

 

 

別表１ 売買土地の表示  諫早市栄田町 地内 

地番 登記地目 現況地目  公簿面積（㎡） 金額（円） 

406 番 1 宅地 宅地 1036.01 

 

11,877,500  

  

  

  計 

  

    1036.01   11,877,500 
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農 地 売 買 契 約 書 

 

 売払人長崎県住宅供給公社（以下「甲」という。）と 買受人●●

●（以下「乙」という。）とは、次のとおり農地売買契約（以下「本

契約」という。）を締結する。 

 

（信義誠実の義務） 

第１条 甲乙両者は、信義を重んじ、誠実に本契約を履行しなけれ

ばならない。 

 

（売買土地及び売買価格） 

第２条 甲は、別表１の土地（以下「売買土地」という。）を別表２

のとおり売買価格（以下「代金」という。）金 15,133,000 円で乙

に売り渡し、乙はこれを買い受けた。 

  

 （手付金）        

第３条 乙は、甲に対し、本契約締結日から１０日以内に、手付金

として金 1,000,000 円を支払うこととし、甲はこれを受領するこ

ととする。 

２ 手付金は無利息とし、第４条第２項に定める残代金支払時に、

代金の一部に充当する。 

３ 甲及び乙は、相手方が本契約の履行に着手するまでの間、甲は

乙に受領済みの手付金の倍額を支払い、また乙は甲に支払済みの

手付金を放棄して、それぞれ本契約を解除することができる。  

４ 前項による解約の場合、違約と解してはならない。  

 

（売買代金の支払）  

第４条 乙は甲に対し、令和○年○月〇日限り、第８条に定める仮

登記手続と引換えに、中間金として金 1,000,000 円を支払う。 

２ 乙は甲に対し、第６条第１項に定める許可取得の日から１か月

以内の日として甲乙別途協議のうえ定める日限り、第１１条第１

項に定める所有権移転登記手続と引換えに残代金を支払う。 

 

（遅延利息） 
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第５条 甲は、乙が第４条に定める納付期限までに代金を納付しな 

いときは、納付期限の翌日から完納の日まで未納代金につき年利

2.5 パーセントの割合で遅延利息を徴収するものとする。ただし、

天災、事変等により止むを得ないと認められるときは、この限り

ではない。 

 

（許可申請） 

第６条 甲及び乙は、本契約締結後直ちに諫早市農業委員会に対し、

農地法第５条第１項の許可の申請手続を行う。 

２ 農地法第５条第１項の許可の申請手続に要する費用は、乙の負 

担とする。 

 

 （申請協力義務） 

第７条 甲及び乙は、前条第１項に定める許可申請手続に際し相互 

に協力するものとする。 

２ 甲又は乙は、相手方に対し相当な期間を定め許可申請協力を要 

請したにもかかわらず、相手方がこれに応じないときは、本契約 

を解除することができる。 

  

 （仮登記） 

第８条 甲は乙に対し、令和○年○月〇日限り、第４条第１項に定

める中間金の支払と引換えに、本件土地につき所有権移転登記仮

登記手続を行う。 

２ 仮登記手続に要する費用は、乙の負担とする。 

 

 （引渡し） 

第９条 甲は、乙に対し、第４条第２項に定める残代金の受領と引

換えに、本件土地を引渡す。 

２ 甲は、乙に引渡書を交付して、引渡しの確認を行う。 

３ 甲は乙に対し、引渡し時において売買土地を現状有姿にて引渡

し、乙はこれを了承のうえで買受けるものとする。 

４ 本件土地に対して賦課される公租公課は、引渡し日前日までの

分を甲が、引渡し日以降の分を乙が、それぞれ負担する。 

 

（所有権の移転） 

第１０条 本件土地の所有権は、甲が第４条第２項に定める残代金
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（別表２のとおり）を受領したときに、甲から乙に移転する。 

 

（所有権移転登記） 

第１１条 甲は、第４条第２項に定める残代金の受領を確認し、乙

は、本件土地について所有権移転登記の申請手続を行う。 

２ 所有権移転登記手続に要する費用は、乙の負担とする。 

 

（解約） 

第１２条 本契約は、売買契約締結から６か月以内に農地法第５条

第 1 項の許可が得られることを条件とする。ただし、甲乙協議の

うえ、同期間を延長することができる。 

２ 前項の条件の不成就が確定した場合、本契約は当然に解除され

るものとし、甲は、乙に対し、速やかに手付金及び中間金を含む

既に乙から受領している金員を無利息にて返還する。 

３ 前２項に基づき本契約が解除された場合、乙は甲に対し、前項

に定める金員の返還と引換えに、第８条第１項に基づく仮登記の

抹消登記手続を行う。 

４ 前項に定める仮登記抹消登記手続に要する費用は乙の負担と

する。 

５ 本条による解約の場合、違約と解してはならず、甲又は乙は相

互に損害賠償請求権を有しない。 

 

（契約不適合責任） 

第１３条 乙は、引渡された売買土地が種類又は品質に関して契約

の内容に適合しないもの（以下「契約不適合」という。）であると

きは、引渡しの日から２年以内に甲に通知したものに限り、次の

とおり、修補請求、損害賠償請求又は契約の解除をすることがで

きる。この場合、甲又は乙は、相手方に対し、協議の申し入れを

することができる。 

（１）修補をする場合において、甲は、乙に不相当な負担を課す

ものでないときは、乙が請求した方法と異なる方法による修

補をすることができる。 

（２）修補に要する費用が売買代金の額を超過する場合には、甲

は修補責任を負わない。 

（３）本条の契約不適合が、本契約及び取引上の社会通念に照ら

して甲の責めに帰すことができない事由によるものであると
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きを除き、乙は、甲に対し、損害賠償を請求することができ

る。 

（４）前号の損害賠償額は、売買代金の額を限度とする。 

（５）本条の契約不適合により、乙が本契約を締結した目的が達

せられないときは、本契約を解除することができる。 

 （６）本条の契約不適合が乙の責めに帰すべき事由によるもので

あるときは、乙は、修補請求、損害賠償請求又は契約の解除

のいずれもすることはできない。 

２ 前項の契約不適合について、乙は、甲に対して、代金減額を請

求することはできない。 

３ 乙が本契約締結時に第１項の契約不適合を知っていたときは、

甲は本条の責任を負わない。 

 

（危険負担） 

第１４条 乙は、本契約の締結の時から売買土地の引渡しの時まで

において、当該土地が、甲の責に帰することができない事由によ

り、滅失又は毀損した場合には、甲に対して代金の減額及び損害

の賠償を請求することができない。 

 

（禁止用途） 

第１５条 乙は、本契約締結の日から 5 年間（以下「指定期間」と

いう。）、売買土地を次に掲げるものの用に供し、又は供させては

ならない。 

①  長崎県暴力団排除条例（平成 23 年長崎県条例第 47 号）第２条

第３号に定める暴力団事務所 

②  風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23年

法律第 122 号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項

に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業 

 

（実地調査等） 

第１６条 甲は、本契約締結の日から指定期間満了の日まで前条に

定める禁止用途に関し、必要と認められるときは随時に、売買土

地を調査し、又は乙に対し参考となるべき報告若しくは資料の提

出を求めることができる。 

２ 乙は、正当な理由なく前項に定める実地調査又は実地監査を拒 

み、妨げ若しくは忌避し又は報告若しくは、資料の提出を怠って 
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はならない。 

 

（違約金） 

第１７条 乙は第１５条に定める義務に違反したときは、違約金と

して、売買代金の１０分の３に相当する金額を甲に支払わなけれ

ばならない。 

２ 前項の違約金は、第２２条に定める損害賠償額の予定又はその 

一部と解してはならない。 

 

（契約の解除） 

第１８条 甲は、乙が本契約に定める義務を履行しないときは、本

契約を解除することができる。 

２ 甲は、売買土地が第１５条第１号に定める用途に利用されると

認められるときは、催告をしないで本契約を解除することができ

る。 

 

（暴力団等の排除に係る契約解除） 

第１９条 甲は、乙が長崎県が行う各種契約等からの暴力団等排除

要綱（平成 22 年 9 月 13 日施行）別表１に掲げる措置要件のいず

れかに該当すると認められた場合、催告その他の手続きを要する

ことなく、本件契約を即時解除することができる。 

２ 甲が、前項の規定により、本契約を解除した場合には、甲はこ

れによる乙の損害を賠償する責を負わない。 

３ 同条第１項の規定により、本契約が解除された場合においては、

乙は、第２条に定める代金の１０分の１に相当する額を違約金と

して甲に支払わなければならない。 

 

（返還金等） 

第２０条 甲は第１８条及び第１９条に定める解除権を行使した

ときは、乙が支払った売買代金を返還する。ただし、当該返還金

には利息を付さない。 

２ 甲は、解除権を行使したときは、乙の負担した契約の費用は返

還しない。 

３ 甲は、解除権を行使したときは、乙が支払った予約金、手付金、

違約金及び売買土地に支出した必要費、有益費その他一切の費用

は返還しない。 
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（6） 

 

４ 甲は、解除権を行使したときは、乙に対し乙が売買土地から利

得した果実を請求しない。 

 

（原状回復及び返還） 

第２１条 乙は、甲が第１５条の規定により解除権を行使したとき

は、甲の指定する期日までに売買土地を原状に回復して返還しな

ければならない。ただし、甲が売買土地を原状に回復することが

適当でないと認めたときは、現状のまま返還することができる。

なお、この場合において、乙は、売買土地に乙所有の物件が所在

するときは、当該物件の所有権を放棄しなければならない。 

２ 乙は、前項ただし書きにおいて、売買土地が滅失又は毀損して 

いるときは、契約解除時の時価により減損額に相当する金額を甲 

に支払わなければならない。 

また、乙の責に帰すべき事由により甲に損害を与えている場合 

には、その損害に相当する金額を甲に支払わなければならない。 

３ 乙は、第１項の定めるところにより売買土地を甲に返還すると 

きは、甲の指定する期日までに、当該土地の所有権移転登記の承 

諾書及び乙所有の物件の所有権放棄に関する書類を、甲に提出し 

なければならない。 

 

（損害賠償） 

第２２条 甲は、乙が本契約に定める義務を履行しないため損害を  

受けたときは、その損害の賠償を請求できる。 

 

（違約金の相殺） 

第２３条 甲は、第１９条第１項により土地代金を返還する場合に  

おいて、乙が第１７条の違約金又は第２２条に定める損害賠償金   

を甲に支払うべき義務があるときは、返還する土地代金の全部又 

は一部と相殺する。 

 

（契約の費用） 

第２４条 本契約の締結及び履行等に関して必要な一切の費用は、

すべて乙の負担とする。 

 

（協議） 

第２５条 本契約に定めのない事項で約定する必要が生じたとき
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（7） 

 

又は本契約に関し疑義があるときは、甲乙協議のうえ決定する。 

 

（裁判管轄） 

第２６条 本契約に関する訴えの管轄は、長崎県住宅供給公社所在

地を管轄区域とする長崎地方裁判所とする。 

 

 

 

 

上記の契約の締結を証するために、本書２通を作成し、両者記名

押印のうえ、各自その１通を保有する。 

 

 

 

令和   年   月   日 

 

 

甲  住 所    長崎市元船町１７番１号 

 

      氏 名    長崎県住宅供給公社 

             理事長  松尾 信哉  公印 

 

 

乙  住 所    

     

      氏 名     

  実印 
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（8） 

 

 

 

別表１ 売買土地の表示  諫早市栄田町 地内 

地番 登記地目 現況地目  公簿面積（㎡） 金額（円） 

537 番 1 畑 宅地見込地 1402 

  

15,133,000  

538 番  畑 宅地見込地   1275 

539 番 1 畑 畑  1142 

545 番 2 畑 畑  324 

計   4143 

 

15,133,000  

  

 

 

別表２ 土地代金の内訳 

  

金額（円） 内 容

予約金 500,000 　予約契約締結、手付金へ充当

手付金 1,000,000 　農地売買契約、土地代金に充当

中間金 1,000,000 　仮登記設定、土地代金に充当

残代金 12,633,000 　引渡し、所有権移転登記時

合 計 15,133,000



購入申込者（委任者）

住　所

氏　名 ㊞

　私は下記の者を代理人と定め、長崎県住宅供給公社が行う諫早市栄田町の

公社保有地の分譲抽選に関する権限を委任します。

記

代理人（受任者）

申請人との関係（　　　　　      ）

住　所

氏　名 ㊞

生年月日　　　　　　　年　　　月　　　日　　生

※運転免許証等の本人確認資料の提示をお願いします。

　開発業者等の方は本人確認資料に加え名刺の提出をお願いします。

様式５

令和　　年　　月　　　日

委　任　状






















